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 この家賃には、所得金額が大きくなるに従って徐々に大きくなる 4 つのものが定められており、従
って家賃が変わる所得金額の分岐点が 3 つある。以下、3，4，5 それぞれにおいてこれら分岐点とな
る 3 つの所得金額の前後における、所得の逆転について論じ、併せて、その逆転を回避する一例の方











































































一 法第二十三条第一号イに掲げる場合 同号イに定める金額 











































 結局、全く条件が付けられない入居者は、15 万 8 千円以下の所得金額を有する人で、この所得金額
は、次のように、4 つに区分され、それぞれ格差付け家賃が設定されている。区分する分岐点は、10



















3、家賃支払い前の所得 104000 前後 
 
3‐1  格差付け家賃による所得の逆転 
  



























    ＝109300 
 










     X１´＝67000＋34400＝101400 






家賃支払い前の所得 の小さい （101400、104000）の支払い後の所得の y1の方が、 









































ス 1－1 と、増加するケース 1－2 とを考慮することにする。ケース 1－1 は、ケース 1－2 を考慮する
ための準備として考慮するのであり、本来考慮すべきは、ケース 1－2 である。 
 
改訂家賃の式 
所得金額が 104000 超 109300 以下の時：図表 1－3   上図の点線 P１Q１ 
34400＋ { ( 39700－34400) ÷（109300－104000） } × （X－104000） 
所得金額が 109300 超の時：図表 1－3   の上図の点線 Q１S１ 




所得金額が 104000 超 109300 以下の時：図表 1－3   下図の点線 P１´Q１´ 
X－[34400＋ { ( 39700－34400) ÷（109300－104000） } × （X－104000）] 
所得金額が 109300 超の時：図表 1－3   の下図の点線 Q１´S１´ 
X－39700 
 
3－2－2 所得逆転の回避策――ケース 1－2―― 
  
以下、図表 1－3 を参照されたい。 
 
 109300 超 123000 未満のうちから、110000 を特定化することにする。 
 
改訂家賃の式 
所得金額が 104000 超 110000 以下の時：図表 1－3  上図の実線 P１R１ 
34400＋ { ( 39700－34400) ÷（110000－104000） } × （X－104000） 
所得金額が 110000 超の時：図表 1－3   の上図の実線 R１S１ 
   39700 
 
改訂家賃による家賃支払い後の所得金額の式 
所得金額が 104000 超 110000 以下の時：図表 1－3   下図の実線 P１´R１´ 
X－[34400＋ { ( 39700－34400) ÷（110000－104000） } ×（ （X－104000）] 



















4、家賃支払い前の所得 123000 前後 
 
4‐1  格差付け家賃による所得の逆転 
 



































   ＝128700 
 











      
 
X2－2´＝80000＋39700＝119700 







家賃支払い前の所得 の小さい （119700、123000）の支払い後の所得の y2‐2の方が、 











4－2－1 所得逆転の回避策――ケース 2－1―― 
 
以下、図表 2－3 を参照されたい。 
 



















ス 2－1 と、増加するケース 2－2 とを考慮することにする。ケース 2－1 は、ケース 2－2 を考慮する
ための準備として考慮するのであり、本来考慮すべきは、ケース 2－2 である。 
 
改訂家賃の式 
所得金額が 123000 超 128700 以下の時：図表 2－3   上図の点線 P2Q2 
39700＋ { ( 45400－39700) ÷（128700－123000） } × （X－123000） 
所得金額が 128700 超の時：図表 2－3   の上図の点線 Q2S2 




所得金額が 123000 超 128700 以下の時：図表 2－3   下図の点線 P2´Q2´ 
X－[39700＋ { ( 45400－39700) ÷（128700－123000） } × （X－123000）] 




4－2－2 所得逆転の回避策――ケース 2－2―― 
 
以下、図表 2－3 を参照されたい。 
 
 128700 超 139000 未満のうちから、130000 を特定化することにする。 
 
改訂家賃の式 
所得金額が 123000 超 130000 以下の時：図表 2－3  上図の実線 P2R2 
39700＋ { ( 45400－39700) ÷（130000－123000） } × （X－123000） 
所得金額が 110000 超の時：図表 2－3   の上図の実線 R2S2 
   45400 
 
改訂家賃による家賃支払い後の所得金額の式 
所得金額が 123000 超 130000 以下の時：図表 2－3   下図の実線 P2´R2´ 
X－[39700＋ { ( 45400－39700) ÷（130000－123000） } ×（ （X－123000）] 



















5、家賃支払い前の所得 139000 前後 
 
5‐1  格差付け家賃による所得の逆転 
  
以下、図表 3－1 と 3－2 とを参照されたい。 
 
図表 3‐1 
































   ＝144800 
 




















家賃支払い前の所得 の小さい （135400、139000）の支払い後の所得の y3‐2の方が、 




5－2－1 所得逆転の回避策――ケース 3－1―― 
 
 所得の逆転が生じない場合として、所得金額が増大して、家賃支払い後所得が、一定で不変のケー
ス 3－1 と、増加するケース 3－2 とを考慮することにする。ケース 3－1 は、ケース 3－2 を考慮する
ための準備として考慮するのであり、本来考慮すべきは、ケース 3－2 である。 

























所得金額が 139000 超 144800 以下の時：図表 3－3   上図の点線 P3Q3 
 
 
45400＋ { ( 51200－45400) ÷（144800－139000） } × （X－139000） 
所得金額が 144800 超の時：図表 3－3   の上図の点線 Q3S3 
 
   51200 
 
改訂家賃による家賃支払い後の所得金額の式 
所得金額が 139000 超 144800 以下の時：図表 3－3   下図の点線 P3´Q3´ 
 50 
X－[45400＋ { ( 51200－45400) ÷（144800－139000） } × （X－139000）] 
 
所得金額が 144800 超の時：図表 3－3   の下図の点線 Q3´S3´ 
X－51200 
 
5－2－2 所得逆転の回避策――ケース 3－2―― 
 
 以下、図表 3－3 を参照されたい。 
 
144800 超 158000 未満のうちから、150000 を特定化する。 
 
改訂家賃の式 
所得金額が 139000 超１50000 以下の時：図表 3－3  上図の実線 P３R３ 
 
45400＋ { (51200－45400) ÷（150000－139000） } × （X－139000） 
所得金額が 150000 超の時：図表 3－3 の上図の実線 R3S3 
   51200 
 
改訂家賃による家賃支払い後の所得金額の式 
所得金額が 139000 超１50000 以下の時：図表 3－3   下図の実線 P3´R3´ 
X－[45400＋ { (51200－45400) ÷（150000－139000） } × （X－139000）] 










採り、その所得と等しい所得の、小さい所得金額を Xs とし、他方、大きい所得金額を Xl とすれば、











Xo に対する家賃＝分岐点の小さい所得金額に適用される低い家賃 ＋ [ { （分岐点の大きい所得
金額超に適用される高い家賃－分岐点の小さい所得金額に適用される低い家賃） } 
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